集団的自衛権の行使を容認する閣議決定に対する抗議文
安倍首相は７月１日、集団的自衛権の行使を可能とする憲法解釈の変更をついに閣議決定した。
　これは憲政史上の暴挙である。憲法制定権者であり、主権者である国民への挑戦だ。のみならず、憲法改正の発議権をもつ国会さえ無視した。この手口は、かつてドイツの民主的なワイマール憲法を崩壊させたヒトラーを想起させる。
　「集団的自衛権の行使」とは、平たくいえば“兄弟仁義の助っ人戦争”のことだ。それは、実は自衛権ではなく、同盟国同士の“他衛の義務”にほかならない。だから、集団的自衛権の行使には、法理上も実際上も、限定や制限はありえない。
　いったん集団的自衛権の行使容認の突破口を開けば、またぞろ憲法解釈の変更と時の政府の判断により、自衛隊の軍事活動が際限なく拡大されることは目に見えている。
　安倍政権が企てているのは、米国の要請があれば、いつでも、どこででも、戦争ができる体制をつくることだ。そして、いまや米国の重荷となった“世界の警官”の役割を日本が分担することなのだ。これは憲法の平和主義の否定であり、専守防衛の安全保障政策の大転換である。
　日本はこれまで専守防衛に徹し、他国と戦争をしなかった。ために、この６０年間、自衛隊員に一人の戦死者もなく、他国民に一人の戦争犠牲者も出さなかった。その歴然たる事実が日本の平和主義に対する国際社会の信頼を築いてきたことを、われわれは誇りとする。この“平和への世界遺産”を地に投げ捨てる愚を犯してはならない。
　われわれは憲法制定権者として、主権者として、安倍政権の“無法”な解釈改憲を断じて許さない。今後、９条解釈の変更にもとづく一切の法律の制定・改廃、政府の施策に対して、われわれは断固反対する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１４年７月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戦争を許さない福岡県民委員会
